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平成 11 年（1999 年）３月に小渕恵三首相の
私的な有識者懇談会として発足し、翌平成











平成 14 年（2002 年）に発表された「『英語
が使える日本人』の育成のための戦略構想」、



















「桐蔭論叢」第 35 号 2016 年 12 月 特集Ⅱ　高大院連携教育の模索
Okada Toshie : Professor of English, Faculty of Culture and Sport Policy, Toin University of Yokohama, 1614 






後すぐの昭和 22 年（1947 年）に試案として
導入されたが、各学校の裁量の度合いの大き
い手引きの色合いが濃いものであった。昭和









弘首相は昭和 59 年（1984 年）に総理府に臨
時教育審議会（臨教審）という諮問機関を設
置した。臨教審は首相直属の諮問機関である













まれた。これを受けて、平成 4 年（1992 年）
には国際理解教育の一環として英語教育を実
験的に実施する研究開発校が大阪に２校指定






























の公立小学校 22,526 校のうち 88.3% の学校
が英語活動を実施している（平成 16 年度調
査では 92.1％、平成 19 年度調査では 97.1%）






カーが 1 ヶ月に 1 回程度各小学校を回るとい
う形が多かった。活動はクラス単位ではなく











る「桐蔭英語村」では、小学校 3 年生から 6

















が平成 14 年 4 月から開始される前に、小淵
恵三首相の私的な有識者懇談会「『21 世紀日
本の構想』懇談会」が発足し、平成 12 年

































































TOEIC（Test of English for International 





































とを意味している。平成 20 年（2008 年）1
月の答申を経て 2 月に告示された平成 20 年



































































































員の 5 人中 3 人が英語を教えなくてはならな
い時代が来る。
平成 26 年（2014 年）には「今後の英語教
育の改善・充実方策について　報告～グロー
バル化に対応した英語教育改革の五つの提言





年 8 月 1 日に中教審の教育課程企画特別部会
に小中高の学習指導要領改訂に向けた審議の
まとめを示した。2013 年の試案では週 3 回
とされた授業回数は週 2 回に削減されたもの
の、小・中・高校を通した一貫した学習到達
目標の設定（CAN-DO リスト）や Common 
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5）　小学校学習指導要領（平成 10 年 12 月告
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